










































































































































































































































































































































































































































































































　　　　　　　　　Oa2　　　　　　　　　　　　）　＝＝O　（5－9）　　 十a2a22　　 　 　aai
　　　　　　　　　　　　　　　　　　O　criaL　　　　＝＝　1－CA2－PA2－rA　（aia12　　　　　　　　　　　　　　　　　　aa2aa2
　　　　　　　　　　a　cr　2　　　　　　　　　　　　　）　＝O　（5　一10）　　　　　十　cr　zaz2　　　　　　　　　　aa2
1tt　，．，tct　i　＋一g－ltlt－2　一。．，一p．，一。，，一g｛tl－li
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　eb，Ob，ab，　　　　　一　C　B　z　’b－8i’一　ve　P　Bi　“s一一il’tL　一　P　B2　’b：：一1’
　　　　　一rB　（Bia，Z－g｛ti－i－i　＋　B，a，2　一g－gt－i－i　）　＝＝　o　（s　一11）
　ここでPA3　＝∂PA／∂e1
（5－6），（5－7）を用いて整理し，α1，α2について解くと
　ai＝1／［1十rAai2　（CAn十PAn）］　（5－12）
　cr2＝1／　［1十rAa22　（CA22十PA22）］　（5－13）
これから次の定理が得られる。
定理7
組織文化の影響を勘案した場合の最適契約においては
1）組織文化の強度関数が努力水準の線形減少（Pu　：P22＝0）である
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　とき（CASEI）は，影響がない場合（CASEO）と誘因強度は変わら
　ないが努力水準は組織文化の強度が高まるに伴い増大する
2）組織文化の努力水準に関する限界強度関数（Pエ，P，＜0）が逓
増（Pn＞0，P22＞0）するとき（CASE2），すなわち，努力水準の
増大に伴い同僚からの圧力が減少するときは，組織文化の強度が高ま
　るに伴い誘因強度は低下する。また，努力水準については同僚による
限界強度効果が誘因低下効果を上回（下回）るとき増大（減少）する。
3）組織文化の努力水準に関する限界強度関数が逓減（P11＜0，P22＜
　0）するとき（CASE3），すなわち，努力水準の増大に伴い同僚から
　の圧力が増大するときは，組織文化の強度が高まるに伴い誘因強度及
び努力水準の双方とも増加する。
　上記の結果を図により説明すると，組織文化の強度がゼロのときである
CASEOは点Eであり，それがCASE1では平行に移動してHに移行する。ま
た，CASE2では平行移動分と誘因低下のベクトルとして移行点が決定され，
CASE3では平行移動分と誘因増加のベクトルとして同様に移行点が決定さ
れることになる（但し，この図2では複雑性を避けるためPA1が各ケースー
について同じと仮定している）。Kandel＝Lazearにおいては，同僚の圧力
（peer　pressure）により常に同僚の圧力がない場合に比して努力水準が向上
することが指摘されている。しかしながら，本分析から明らかにされたよう
に同僚の圧力が組織文化として労働者間において作用しても，パートナー
シップ．ﾆ異なるフ．リンシパル＝エイジェント関係では誘因効果により必ずし
もエイジェントたる労働者の努力水準を向上させるとはいえないのである。
現実の組織内の同僚問における相互作用を考えると，上記CASEI及び
CASE3の状態は少なく，CASE2のようにある労働者の努力水準が低い（高
い）ときに強い（弱い）影響を当該労働者の効用に与えると想定されるから
である。とりあえず最低のノルマを果たしている老に対しては仲間から圧力
をかけられることは少ない（2）であろう。この点でLevine＝Tysen（1990）が
一20一
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図2　組織文化と努力水準
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「一緒に働くことによってチーム構成員は相互の利益を認識し，一人の怠業
が集団に損失を与えることを観察する。いまや怠業なり只乗りの行為は全て
の同僚に直接観察可能な費用となり，社会的制裁が協調的労働規範から逸脱
する労働者に対して合理的に適用されることが可能である」と述べるよう
に，相互監視と同僚の圧力があるからといってチーム労働の只乗り問題が自
動的に解決される訳ではない。また，我が国の職場における人間関係の特質
として高い労働規範と相互監視が挙げられ，両老が一体となって協調的行動
をもたらし高い生産性をあげているというItohらの説明論理も一定の留保
条件を必要とするのである。確かに労働者の努力zk準が増加するにしたがっ
（2）例えば大学教官で何年間も論文を書かないと周囲からの圧力は大きいが，質は別に
　して最低の論文数を確保している限り圧力は少ない。これは後述するように評価する
　側の専門的知識の制約とアウトプットの評価の困．難性も影響している。
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て限界圧力は減少するから，努力水準の向上による報酬増と同僚からの圧力
減少の和が費用増より大きい限り労働者は自己の努力水準を高めようとする
であろう。ただし，この論理においては誘因強度は不変とされており，上記
分析で明らかにされた同僚による圧力作用時の誘因強度の低下は，考慮され
ていないことに注意しなければならない。プリンシパルの期待効用が限界生
産力から誘因強度を控除したものと生産関数の加重和（定数項を無視すると
本分析ではΣ（1一αi）ai）で表せることに着目すれば，我が国製造業が80年
代において高い競争力を維持したのは，同僚の圧力という組織文化により
チームワークと高い努力水準のせいだけでなく誘因強度の節減による効果も
あったと考えられる（3’4＞。ただ，パブリックセクタにおいては測定困難性が大
きいから誘因低下効果は比較的小さいとみなされ，同僚の圧力（社会規範を
含む）による努力向上効果の方が卓越すると考えられる。
（3）同僚の圧力が作用する場合の最適均衡において，誘因強度が低下しかつ努力水準が
　向上する例として次のものがある。日本的経営のメリットが最大に発揮される場合は
　おそらくこのタイプであろう。すなわち，同僚の圧力及び費用関数が
　P＝λ［（1－al）2十（1－a2）2十e2コ，λ＞0，0≦a1≦1，0≦a2≦l
　C＝　1／2　（ai2＋a22＋ei2）
　として定義されると
　a＝　1／　［1十r　a2　（Cn十Pn）］＝Ci十Pi
　上記定義より
　Ci＝abCn　＝1，　P　1＝一2A　（1－ai），　Pii＝2A
　これらを上式に代入して整理すると
　α：＝1／［1十rσ2（1十2λ）］＝a1－2λ　（1－al）
　いま単純化のためr＝λ＝σ2＝1としてa、について解くと
　a1＊＊＝3／4＞ai＊＝1／2（同僚の圧力がないときの努力水準）
　α＊＊＝1／4〈α＊＝1／2（同僚の圧力がないときの誘因強度）
（4）注3と同じ組織文化及び費用関数を前提にすると，最適契約下における均衡努力水
　準と組織規範の関係は
　a＝（1／2）［2－1／（1＋λ）］であるから
　Oa／OA　：1／2　（1十A）　2＞O
　となり相互監視及びリスク選好が不変でも組織規範の強化に伴い努力水準は向上す
　る。
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　（2）相互監視の効果
　同僚の圧力は誘因強度と努力水準の双方に影響を与えることを明らかにし
たが，それでは圧力を構成する相互監視だけの効果はいかなるものであろう
か。
単純化のためエイジェントは同質でかつ2つのアウトプットの生産関数が同
じとすると
　a1＝a2＝a，　abi／Oei＝ab2／Oei＝＝Ob／6e，　ai2＝＝　u22＝
　a2，
　rA＝＝　rB＝r，　Cn＝C22，　Pn＝P22，　CA3＝CB3＝　C3
したがって，（5－8）より
　2aO　b／a　e＝C3　（5　一14）
　：．Ob／ae　：C3／2a＝C3［1十ra2　（Cn十Pn）］／2　（5－15）
ところで，仮定よりC，＞0
　：．Ob／O　e＞O　（5　一16）
これから次の定理が得られる。
定理8
組織文化の影響のうち相互監視にかかるものは
ユ）同僚による相互監視は相手の努力水準を高める
2）相互監視の努力向上効果は，リスク回避的なほど，測定困難なほ
　ど，努力回避的なほど大きい
　上記定理は，相互監視を慣行と誓て組み込まれた組織文化では組織規範を
所与としても，相互監視はお互いの努力水準を高める方向に作用すること及
びその効果は労働者が保守的あるいは業績の測定が難しい場合により大きい
ことを示している。監査法人で監査人同士がpeer　reviewを行うこと，学術
専門誌におけるレフェリー制度も高度の専門的知識による制約から測定が困
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難であることに対応したものとみなせる。また，パブリックセクタのように
リスク回避度が強くかつ客観的な業績尺度の設定及び測定が困難である場合
には，誘因制度による業績向上効果は限定されるため，組織内部の慣行であ
る相互監視（及び組織規範）を活用することが業績改善につながる可能性が
あることを示唆しているといえる。つまり，Elster（1989）の社会的規範一結
果志向でない行動（過程）志向一自身，特定の場合には合理的行為と対立す
る概念でなく「経済的合理性」を有するものとみなせるのである。
　③　組織文化の個人属性への影響
　経営者が組織文化の変革を行うのは，努力水準の向上による業績改善もあ
るが，そこで働く労働者の意識自身を改革して新しい製品やサービスの開発
による他組織に対する戦略的優位を確保しようとするためである。すなわ
ち，労働者の性向・属性を所与として誘因構造と職務配分を合理的に行うだ
けではなく，挑戦的あるいは起業家的気風をもった組織文化を構築し，新た
な組織生産物に対する価値創造を目指すものである。そこでは労働者の属性
は所与のものでなく種々の方法により内生的なものとみなされる。伝統的経
済分析では個人のパーソナリティなどの属性は外生的に処理されているが，
それならば経営者の役割は組織工学者で足りることになりリーダシッフ．や指
導者としての人間的魅力等の機能は無視されてしまう。しかしながら，冒頭
で述べたように属性は組織構造によって変化（適応）すると認められる⑤か
ら，組織文化の属性への影響をモデルで説明できないと限定されたものとい
える。特にパブリックセクタに就職する層は，最初から安定志向の画一的な
属性集団に帰属しているのでなく，景気変動により志願者数が大きく変動す
（5）オバタ（1995）によれば組織文化と概念的に重複する部分がある「社風」につき次の
　ように興味深いことを述べている。「面白いのは，新入社員も入社して1年もたつと，
　その会社のカラーにすっかり染まっていることだ。ぼくが取材で，上から五つぐらいの
　都銀の行員と会うと「こいつは三菱だ」と，たぶん当たるぐらい」と。
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るようにプライベイトセクタと共通する属性集団にいる者も少なくないと考
えられる。以上の点につき前記モデルに基づき検討してみよう。
　簡略化のため上記相互監視と同じくエイジェントが同質でかつ生産関数が
同じとすると
　ai　：1／［1十ra2　（Cii十Pll）］
であるから，これをrについて解くと
　r＝　1／a2　（Cn十　1’　”）　（Ci十　P　i）　一　1／a2　（Cn十　P　n）　（5　一17）
いま，計算の便宜上Pu＝0すなわち
　p＝λ［m一（a上十a2）十e1］とすると
　r＝1／a2Cn　（Ci－A）　一1／a2Cii　（5－18）
また，Cl＝1／2（a12十a22＋e12）とすると
　Or／a　L＝1／a2C　ll　（Ci一　A）　2＞O　（5　一19）
これから
定理9
　同僚の圧力，特に組織規範の強度が大きくなると労働者の個人属性で
あるリスク回避度は大きくなる
が導かれる。
　上記定理は，同僚より努力水準が劣った場合のペナルティが大きい組織文
化では，保守的な行動が中心で挑戦的な試みが抑制されることを示していて
興味深い。Hofstedeらの研究で我が国の国民文化がリスク回避的であるの
は，この組織規範の強さで説明できるかもしれない。また，（5－19）より明
かなように測定困難性（σ2）が大きいときは組織規範によるリスク回避へ
の影響は小さいから，パブリックセクタのような業績測定が民間企業より困
難な場合には，組織文化の変革により労働者の性向を変化させるのは民間組
一25一
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織より難しいことになる。したがって，パブリックセクタでは組織文化の変
革に際して個人属性に働きかける間接戦略でなくむしろ組織規範の改革を直
接目指した方が適切ということになる
6　結論と展望
　本稿では誘因と業績の関係が中心であった従来の経済分析に組織文化の影
響を明示的に考慮したモデルを構築して組織文化の与える影響及び相互作用
について検討した。ここで組織業績を規定する関係をField＝Abelson
（！982）らのように，組織の構造要因及び個人要因（属性）→組織文化（風
土）→行動という直線的過程で把握せず，図1を一部修正した下図のように
組織構造，組織文化及び個人要因がそれぞれ相互関係を有しこれらが誘因を
媒介にして行動と業績につながるとみなしている。
　　　　　　　図3　組織文化の影響（修正モデル）
　　　　　　組織構造　　　　　　「一一一一一一一　　　　　　　　　　吟　→　組織文化　→　→　行動　→　→　業績
　　　　　　個人要因　　　　　　　　　　　↑
　　　　　　（組織特性）　　　　　　　　　誘因
　その結果得られた主要な結論を要約すると以下のとおりである。
組織文化の影響を考慮しない状況では，
1）複数のアウトプットの誤差項が独立かつ費用が分離型であると，リスク
　回避的なほど，また，相対的測定困難性が増すほど及び相対的限界生産力
　が小さいほど，相対的誘因強度ほ低下する
2）費用が代替的な場合には，誤差項が独立であっても相対業績評価，つま
　りチーム労働による協調が最適とは限らない
一方，組織文化の影響を考慮すると
3）同僚の圧力による誘因低下効果よりも努力向上効果の方が大きい場合に
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のみ組織文化の影響がない場合に比して努力水準は向上する
4）同僚の圧力が強くなるにともないリスク回避度が高まる
　これらはいずれも先行研究の結果を修正するものであるとともに実際の現
象をより的確に説明する足がかりを与えている。特に相互監視または組織規
範の強化が常に努力水準の向上をもたらさないこと及び組織文化は個人属性
にも影響することは政策的含意として重要である。しかしながら，組織文化
がいかにして形成されるか，なぜ存在しているかについては説明できていな
い。国民性及び組織文化の差異及び機能にとどまらない総合的研究が必要と
思われるが，モデルの操作性を確保することも留意すべきであろう。
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